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1. はじめに

　技術革新が進んで，我が国の技術力が世界のトップレ
ベルに達してきたものの，中国やインドなどの新興工業
国の追い上げが激しく，長年堅持してきたGDP（Gross 
Domestic Products 国民総生産）世界第 2位の地位も中
国に明け渡すことになった 1)．また，図 1 に OECD 経
済協力開発機構（主要先進 34 カ国が加盟）が実施した，
高校 1年生（非加盟国・地域を含め 65 カ国・地域の約
47 万人が参加）の学習到達度試験結果 2) を示すが，次
代を担う我が国の若者の基礎学力も大きく低下してい
る．2006 年度の調査では，成人後の生活に必要とされ
る重要な知識・技能をどれだけ習得しているかを見てお

り，読解力や数学的リテラシーの大幅な順位の後退は，
世界における日本の経済力や技術力の優位性を危うく
するもので，大きな論議を呼んだものである．その後，
2009 年に実施された結果においては，3分野とも順位を
盛り返し，特に，読解力が 2000 年レベルまで回復した
のは朗報と言えよう．
　一方，2008 年秋の「リーマンショック」に端を発す
る世界経済の不況は長期化しており，2011 就職年度の
大学生の就職内定率は 60%程度（2010 年 10 月現在）で
ある．就職が非常に厳しい状況の中で，高専は非常に恵
まれており，奈良工業高等専門学校（以後「本校」と記
す）の就職内定率はほぼ 100%である．しかし，恵まれ
た状況の意味を考え，学業への自身の取り組みを真剣に
見直す学生は本校には多くない．潤沢ではない教育予算
の中で，教員側にも教育にかける予算や時間がきわめて
少ない状況でもある．もはや，子供たちの理科離れを阻
止するというような国内目線での教育改善では，日本の
繁栄とその永続性は望めないと思うのは筆者ばかりでは
あるまい．
　2011 年 3 月 11 日，東日本は大震災に見舞われ，記憶
に残る日となった．原子力発電所の安全神話が崩れ，確
実に収束できるのか，日本の技術力が世界中から注目さ
れている．人的資源しかない我が国の経済的優位性を維
持していくには，世界に通用する独創性あふれる優秀な
人材を学校で育成することである．さらに，企業でその
能力を発揮して世界のリーディングカンパニーを作り上
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図 1　OECDによる学習到達度試験における日本の順位
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げていくことである．そのような技術者が再び高専で指
導するという，我が国を発展させていくための良い循環
を構築していくことである．高専はモノづくりを通した，
実践的技術者育成教育や創造性育成教育を得意とする教
育・研究機関である．しかし，近年，モノづくり教育に
おける看過しがたい問題が出てきている．本稿では，そ
れら問題点をピックアップし，今後の教育改善策を述べ
たい．

2. 創造性育成教育の試みと問題点

2.1 機械工学科での創造性育成教育の試み
　本校機械工学科では，モノづくりを通した創造性育成
教育（3 年次生対象，3 単位，通年科目で「総合実習」
と称した）を昭和 57（1982）年から取り組んできた 3)．
これは，旋盤やフライス盤などの汎用機械の操作にある
程度熟練し，製作図の作成能力もある 3年次生に対する，
限られた予算，材料，製作手段の中で，学生の自主性を
尊重して創造性を育もうとした，今で言う PBL（Project 
Based Learning）教育である．
　筆者は，機構が単純（部品図はもとより，組立図の作
成が容易であることと関係している）で理解できること，
学生の手で実際に製作が可能（きわめて大事なこと）な
装置を念頭に，カムならい装置，歯車減速装置やポンプ
を製作テーマに設定した．図 2にカムならい装置の概要
を，図 3に製作品例を示す．被削材を旋盤に取り付け，
カムならい装置を刃物台に取り付けている．NCで加工
したマスタカムと被削材の回転を同期させるのがフレキ
シブルシャフトである．実のとこ ろ，新たな構造を検
討する余地が余り見込めない装置なので，どのグループ
も図 3に示すような構造になってしまった．
　次いで，歯車減速装置やポンプを新テーマに設定した
が，これらに関しても，完成度の高い既存製品が多く，
独創的構造の創出は難しかった．しかしながら，新たな
構造を考えようという積極的な姿勢や協力的精神が学生
に見受けられたことから，当時の教育目標は十分達せら
れたと考えている．

2.2 機械工学科でのモノづくりの難しさ
　このような授業では，製作品目を変えていかないと，
学生が過去の作品を模倣し，若干の修正をして終わって
しまうことが懸念された．教員側としては，どのような
テーマで取り組ませるかを常に考えていかなければなら
ないところが悩みの種であった．また，同じ教員が長期
にわたって担当すると，教員自身のマンネリ化を誘発す
るデメリットもあり，交代すれば，この教育プログラム
のノウハウの継承の途絶を誘発するという問題もあっ
た．
　グループで製作する場合，他グループの様子を知りた
いという欲求があるので，製作品の発表・評価の場面を
設定し，プレゼンテーション能力の育成も教育目的の一
つとした．しかし，3年生では十分な発表資料を作成で
きる能力が伴わず，物足りない発表会に終わってしまい，
この点の改善が課題であった．
　本校機械工学科のカリキュラム（主要部のみ）を表 1
に示す．表から，「実体のある物」を作ることに関する
設計能力を有し，実際に製作できる能力を有する人材を
養成することを主要な目的とする学科であることが伺え
る．ただし，機械工学科の 3年次や 4年次の学生が製作
可能な物は，学習した内容の応用として考えた場合，た
とえ「動く」としても，「メカニカル機構を主とする定
置装置」に限られてしまう．創造的活動には「遊び心」
の要素が必要と思うが，定置装置の設計・製作活動にお
いて遊び心の要素を付与することは難しい．筆者以外の
教員らが取り組んだテーマの一つに「スターリングエン
ジン」がある．運動機構だけでなく熱力学の学習もでき
たが，これも定置装置であり，どちらかと言えば，子供
よりは大人に，素人よりは玄人に受ける装置である．こ
れを駆動源にして動く物を設計・製作することにすると，
学生は遊び心を持って創造力を発揮でき，子供達も楽し
める物ができて良いのであが， 3 年次生にそれを期待す図 2　カムならい装置の概要図

図 3　カムならい装置の製作品例
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るのは困難であり，以下に述べる理由から，4年生でも
難しいであろう．
　機械工学科の学生に期待される能力は，運動機構の設
計能力，装置を構成する部材の強度設計能力，装置の図

面作成能力および部材加工技能である．この中で，部材
加工技能に関しては，学生が卒業後に期待される度合は
非常に低い（高専は技能者養成機関ではないので）もの
である．基本的な加工技能のトレーニングを積むが，そ
のトレーニング量は機構・強度設計が机上の空論になら
ないように，また，設計にフィードバックできるよう
に，という程度である．ところが，動く物を作るという
ことになると，設計の妥当性以上に，動くか動かないか
が大問題になる．動く物を作るには，ある程度以上の加
工技能を有する必要があるが，設計能力が第一に求めら
れるので，必要なレベルの加工技能を身につけるまでの
トレーニング量を増やせないジレンマが高専には存在す
る．本校の場合，このトレーニングは 3年で終了するの
で，総合実習的な授業を 4年次以降に開設しても，装置
の出来具合に大きな違いは生じないものと考えられる．
　一方，学生の設計能力に問題がないかというと，実は
そうではない．「動く物」には必ず「相対運動」する部
分が存在し，関係する部材の表面粗さや寸法公差の設計
はきわめて重要になる．各部材の設計が良くても，装置
の組立過程において，寸法公差の累積で思わぬ不具合（動
かなくなる）が発生することがある．不具合の発生の可
能性は予見できても，不具合の具体的な内容までは推定
が困難であるので，不具合の対処は発生したその時にな
る．表面粗さや寸法公差などと異なり，不具合の対処術
を事前に教育することはほとんどしない（できない）の
で，不具合を解消できないことがある．結果として，「動
かない」ことになる．このようなことが原因で，「動く
物を作れて当たり前だ」と思われる機械工学科の学生に，
モノづくりで成功体験を積ませることは実のところ容易
ではない．

2.3 電子制御工学科での創造性育成教育の試み
　1980 年代半ば以降，我が国では電子系，制御系，情
報系の技術者の育成が急務となり，筆者は平成 3年に新
設された電子制御工学科に配置換えとなった．この学科
は電気系学科の枠に組み込まれたが，当時は，電気系学
科で「総合実習」のようなモノづくりをすることはほと
んどなかった．しかし，所属教員全員がモノづくりの重
要性を理解していたし，機械工学科での「総合実習」の
教育効果が高いことも十分承知していたので，当学科で
も「総合実習」に相当する科目を設定した．現在のカリ
キュラム（主要専門科目）を表 2に示すが，座学で学習
したことの集大成として位置付け，より高度な設計・製
作を目指し，3年次生ではなく，4年次生を対象に「電
子制御設計製図」（通年 3単位）を開設した（後年，「シ
ステム設計Ⅱ」，通年 2単位に変更し，さらに 21 年度の

企業技術者との連携による創造的人材の育成
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カリキュラム改訂で「実践システム設計」に名称変更し
た）．当学科の主要キーワードが「制御」であることから，
動く物であり，かつ自律的にコントロール可能なものを
ということで，自律型ロボットを製作させることにした．

機械工学科での定置型装置とは異なり，移動型装置であ
り，「動かないと非常に困る」装置を製作テーマにする
ことにった．カリキュラムでは，そのような装置を製作
できるように，必要最低限の理論，設計法，を習得でき
るようにしたつもりである．また，「NHK高専ロボット
コンテスト」の人気が高まってきたこともあって，最終
的にはロボットコンテストを実施し，もちろん，まとめ
としての成果発表会も実施した 4)．

2.4 電子制御工学科でのモノづくりの難しさ
　ロボットの製作においては，ロボット本体の製作の他
に，センサやモーターなどの購入品の選定・組立，電子
回路の構築，制御プログラムの作成等も重要なものであ
る．表 2からわかるように，図面作成は「基礎製図法」
の 3単位，機械加工技能の習得は「機械工学実習」の 2
単位だけなので，機械加工主体のモノづくりである総合
実習とはモノづくりの内容が大きく異なっている．また，
担当教員には機械工学だけでなく，電気・電子工学，制
御工学等の幅広い知識が要求される．一人では対応が困
難になって，専門分野が異なる複数の教員を配置する必
要が生じた．単位数の割に人員と経費が必要な授業で，
学科の負担は軽くはない．
　図 4に，平成 21 年度に製作した自律型ロボットの一
例を示す．ロボットを構成する部品数は，総合実習で製
作してきた装置に比べて非常に多く，組み込まれる電子
部品などを含めた複雑な全体組立図を作成しにくい状況
にある．図 4のロボットを見れば，そのことが理解でき
よう．そのために，モノづくりの基礎になり，グループ
全員が情報共有できる媒体としての，きちっとした製作
図面の作成が後回しにされ，「図面なきグループディス
カッション」が横行している．これは，企業での設計，
製作活動においては考えられないことであり，企業での
設計，製作工程の疑似体験をさせられていないという重
大な問題点でもある．

表 2　奈良高専電子制御工学科カリキュラム（主要科目）

図 4　自律型ロボット製作品例
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3. 両学科における取り組みでの共通の問題点

3.1 設計専門家の不在
　近年は企業での実務経験のない教員を採用することが
多くなっている．モノづくりの実務経験がない者がモノ
づくり教育を担当し，学生の設計の善し悪しを的確に判
定できない事態に陥っている．また，教員の研究活動に
おいて，実験装置等を自作している場合があるが，設計
や工作不良によるものと思われる装置の不具合によっ
て，望みの結果が得られていない研究が垣間見られるの
で，教員の設計能力は低下している．したがって，定置
型装置であっても，部品加工精度や組立精度不足で動か
ない，あるいは期待した性能を発揮しないで終わってい
る場合がある．構造がより複雑なロボットにおいては，
最後に行うコンテストがコンテストにならないで終わっ
てしまう場合も少なくなかった．つまり，教育過程にお
いて極めて重要な「成功体験」を学生に積ませてこられ
なかったのである．想定していた物を作り得なかったと
しても，能動的に取り組める授業に学生は満足している
場合が多いが，「成功体験」がないままでは自信をつけ
ることができない．学生の自己満足を教育成果と偽り，
教員が自身の指導力不足や成功体験させていないことの
責任を回避しているところがあるので，この点はきわめ
て遺憾なことであると思っている．
　つまり，学生のアイデアを重視することを錦の御旗に
掲げ，教員は「モノづくりのプロセスを指導」するもの，
技術職員は「図面化されたアイデアを具現化」するもの
であるとして，より良い設計とはどうあるべきかの指導
を主眼とせず，また，そのような指導ができる教員が非
常に少ないのが現状である．

3.2 教員の実務経験の陳腐化
　実務経験を積んだ者でも，時間が経てばその経験は陳
腐化する．実際，筆者自身，本校着任前に企業での設計
実務経験があるが，恥ずかしながら，その時の経験への
上積みはほとんどない．
　ネジ，歯車などの機械要素部品は 30 年前と今で形や
規格にほとんど変化はない．しかし，ロボットに組み込
まれるセンサや電子部品等では，数年前のカタログは使
い物にならない．モノづくりの方法が大きく変わらなく
ても，製作に必要な物品の選定や調達ができなければ，
モノづくりに関する教育能力がないのと同じである．製
作に必要な物品に関する動向調査を怠れば，積年の実務
能力も無に帰しかねない．電子部品等の開発動向や調達
に関する動向を注視している，あるいは動向に注視する
ことが大切だと認識している教員は実は少ない．

　もちろん，機械関係でも，設計・解析ツールなどは
コンピュータハードの進展とともに進化しているので，
パーツやツールの開発動向に注目していくことはきわめ
て重要なことである． 
　高専の教員の人事は決して流動的ではない．4年前後
の周期で，学科単位の教員の退職，新任の採用が繰り返
されるが，毎回企業経験者を採用できる訳ではない．企
業経験者の採用のチャンスを一度でも逃せば，およそ数
年間は教員団の実務経験の陳腐化が進行するだけであ
る．この構造的欠陥を是正する必要がある．

3.3 教員の設計能力向上のための研修機会の不足
　モノづくり教育では授業計画の立案の他に，加工・工
作を指導する技術職員も含む指導スタッフ間の連絡・調
整が加わり，座学以上の労力が必要になる．一方，教員
定数削減や予算削減により，教育機関といえども外部資
金獲得が至上命題になっている．筆者が高専に赴任した
約 30 年前は，修士修了者の採用が多く，教育活動に力
を入れつつも博士号を取得することを目標にしていた．
しかし，今日の教員の中には，外部資金獲得には教育成
果より研究成果を上げることが早道との考えがあり，教
育にかける情熱が相対的に低下している．また，教員採
用候補者は博士号取得者であるため，教育より研究指向
が強い教員が多くなっているが，高専の教員が皆研究一
辺倒に走れば問題である．
　高専の教員は，モノを設計できて，自らの手を動かし
て作ることができて，そして学生に指導できる，モノづ
くりに関するプレーイングマネージャーでなければなら
ないと考えている．それでこそ，実践的技術者の育成が
でき，高専教育の良さを維持できることになるが，プレー
イングマネージャーの減少は是が非でも食い止めなけれ
ばならない．より質の高い教育を行うためのスキルアッ
プを図る機会や，設計能力を高めるための研修にかける
時間と意欲が少なくなってきている．このような危機的
現状を，教員個人の意識の問題とせず，組織的に改善し
なければ高専教育の良さが消滅する．

4. 企業，企業技術者と連携したモノづくり教育

4.1 高専と企業との人事交流
　長岡・豊橋両技術科学大学間並びに高専間交流人事制
度があり，他機関での教育の実情を観察し，種々のアド
バイスを受けられる可能性があり，教員のスキルアップ
に有効利用できる．ただし，実験装置があってこそ研究
ができる教員にとっては，必ずしも都合の良い制度では
ない．また，モノづくりに関しては，世界規模で技術活
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動を展開している企業を相手に人事交流を行った方が良
い．教員のスキルアップはもとより，モチベーションも
高まり，最新の生産スタイルを学ぶことができる．さら
に，企業が求めている技術者像を明確に把握でき，帰校
後に為すべき教育に確信を持って取り組めるであろう
し，企業が抱える技術的課題を共同研究等で取り組むこ
とで，外部資金の獲得も考えられる．
　また，交換人事として企業から技術者が派遣されれば，
派遣された技術者は学生の能力を把握でき，企業での新
人教育方法の改善に役立てることができる．さらに，設
計・生産の実務を学生に直接教授できるし，技術者自身
の学術面のスキルアップも図れるメリットが期待でき
る．　
　一方，学生は企業におけるモノづくりや技術的課題等
をリアルタイムに知ることができ，学習意欲の向上にも
つながる．結果として，より質の高い実践的技術者の育
成が可能になると考えられる．

4.2 企業技術者の技術アドバイザ制度
　モノづくり教育スタッフの一員として企業技術者が加
われば，学生の質問に対してより的確なアドバイスが行
える．つまり，大切な成功体験を今以上に学生に積ませ
ることができる．教員は企業技術者との交流を通じて，
企業におけるモノづくりの最前線について知ることがで
きる．企業で研修するのと同程度のスキルアップを図れ
るものと考えられる． 
　できれば，企業技術者も学生と同じ条件でモノづくり
をすることが望ましい．企業でのやり方でモノづくりを
行い，モノづくりプロセスを教えるのではなく，学生が
学び取れる見本を示すことが重要である．これにより，
学生のチャレンジ精神も涵養されるであろう．
　当学科では，「システム設計Ⅱ」の授業において，従
来は，6班中，1，2班しかロボットを完成できなかった
ことから，学生に成功体験を味わわせてやるために，平
成 21 年度に，独立行政法人国立高等専門学校機構の「企
業技術者等活用プログラム」の予算措置により，複数の
企業技術者を上記授業に招聘して授業を展開した 5)．学
生の自主性を尊重し，学生から要求があった場合のみ企
業技術者がアドバイスする形にしたが，5班がロボット
を完成させることができ，従来にない，充実したコンテ
ストを実施できるようになった．そこで 22 年度は，同
プログラムの発展として，企業技術者集団に，図 5に示
すような，オムニホイールを用いた全方位移動可能で，
物体を把持し，持ち上げ，移設可能なロボットを設計，
製作していただいた．自律型ロボットとして必要最低限
の動作を実現できるもので，4年次生にとってはロボッ

トの基本動作のプログラミング法，3年次生以下の学生
にとってはロボットの機構や構成要素など，各学年レベ
ルに応じた学習教材として利用していく予定である．し
かし，企業技術者雇用費用の財源，派遣技術者の企業で
の就労条件，副業の問題など，簡単には解決できない問
題が多いことも判明した．我が国の将来を考えれば，是
非とも考えなければならない教育方法の一つであろう．

5. おわりに

　人件費の安い国・地域に，我が国のメーカーの生産拠
点が移動して久しい．さらに，設計業務すら外国に委嘱
している企業が少なくなく，モノを作れる技術者が少な
くなってきている．世界の中で，我が国の経済的優位性
を保持していくには，モノづくりを通した創造性育成教
育の充実が今後益々重要になると考える．
　大学１年相当の，さほどロボットに興味を持たない 4
年次生でも，必修の授業を通して，ロボットの設計から
製作までをやり遂げている．モノを作れて設計できる技
術者を育成するという，他の国にはおよそいないであろ
う，「マルチエンジニア」の養成が我が国の強みになる．
高専は，我が国でそのような技術者の養成が可能な教育
機関の代表格である．
　しかし，教員のモノづくり能力は低下しつつあるよう
に思われるので，企業体ならびに企業技術者と連携した
教育方法の開発を今後真剣に検討すべきであると考え
る．
　モノづくりに関して，高専が抱える課題と一教育機関
だけでの課題解決が困難な現状を述べ，企業体や企業技
術者との連携が課題解決の一方策であることを提言し
た．本稿がモノづくり教育方法の改善の一助となり，提
言の実現が図られれば幸いである． 

図 5　企業技術者が製作した自律型ロボット
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